
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（法人番号8040005001619）の役職員の報酬・給与等
について

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

   量子科学技術研究開発機構は、量子科学技術を一体的、総合的に推進するため、平成28年4月、放射線医学総
合研究所（以下「放医研」という。）の名称を変更し、日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）の一部
を移管統合することにより発足した国立研究開発法人である。
　 当機構は、量子科学技術に関する研究開発や放射線の人体への影響、被ばく医療並びに放射線の医学的利用
に関する研究開発等の業務を総合的に行うことにより、量子科学技術と放射線医学に関する科学技術の水準の向
上を図ることを使命としている。その中で、理事長は、法人全体の業務を総括する一方で、産学官との連携を進める
など、高いマネジメント能力やリーダーシップに加え、研究分野に対する高度な専門性が求められる。
　役員の報酬水準を検討するにあたっては、国家公務員及び企業規模が同等である民間企業並びに文部科学省
が所管する同規模の研究開発型の独立行政法人を参考とした。
　①　事務次官年間給与額・・・22,977千円
　②　企業規模が同等である民間企業（1,000人以上3,000人未満）の役員の年間報酬額・・・32,765千円
　　　　（平成28年民間企業における役員報酬（給与）調査）
　③　文部科学省が所管する同規模の研究開発型の国立研究開発法人・・・当該法人の公表資料によれば、平成
　　　 27年度の長の年間報酬額は20百万円程度、同様に理事及び監事については16百万円程度であった。

　 当機構では、期末特別手当において、期末特別手当基礎額の算定基礎に俸給及び地域手当の月額並びに俸
給に100分の25を乗じて得た額並びに、俸給及び地域手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、文部
科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じ▲20％から＋20％の範囲内で理事長が定め
る割合を乗じて得た額としている。

　常勤役員報酬は、「役員報酬規程」に則り、俸給、地域手当、通勤
手当及び期末特別手当から構成されている。
　期末特別手当については、「役員報酬規程」に則り、期末特別手当
基礎額（（俸給及び地域手当の月額）＋（俸給×25/100）＋（俸給及
び地域手当の月額×20/100）の合計額にその者の職務実績に応じ
▲20％から＋20％の範囲内の割合を乗じて得た額）に6月に支給す
る場合においては150/100、12月に支給する場合においては
175/100を乗じ、更に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の
在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　なお、平成28年度における給与改定については、国家公務員（指
定職）の給与改定状況を鑑み、期末特別手当の引上げ（年間+0.1月
分）を実施した。

同上

同上

  ②  平成28年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び
　　　導入実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成28年度における改定内容

　非常勤役員報酬は、非常勤役員手当及び通勤手当から構成され
ている。　非常勤役員手当の月額は役員俸給表を上限に、その者の
占める職、経歴及び勤務形態等により、理事長が決定する。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成28年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,290 12,420 4,007 1,863 (地域手当) 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

14,405 9,816 2,934
1,472

183
(地域手当)
(通勤手当)

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

16,059 9,816 4,550
1,472

221
(地域手当)
(通勤手当)

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

15,928 9,816 4,333
1,472

307
(地域手当)
(通勤手当)

4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,616 8,440 3,740
1,266

170
(地域手当)
(通勤手当)

3月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

1,301 1,271 0 30 (通勤手当) 7月31日

千円 千円 千円 千円

3,291 3,272 0 19 (通勤手当) 8月1日

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

C監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

A監事

B監事
（非常勤）

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　 当機構は、量子科学技術に関する研究開発や放射線の人体への
影響、被ばく医療並びに放射線の医学的利用に関する研究開発等
の業務を総合的に行うことにより、量子科学技術と放射線医学に関
する科学技術の水準の向上を図ることを使命としている。
　そうした組織の中で、理事長は、法人全体の業務を総括する一方
で、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリーダー
シップに加え、研究分野に対する高度な専門性が求められる。
　理事長の年間報酬額は、事務次官の年間給与額（22,977千円）や
企業規模が同等である民間企業の役員の年間報酬額（32,765千円）
と比較して、それ以下となっており、また、文部科学省が所管する同
規模の研究開発型の国立研究開発法人の長の年間報酬額（20百万
円程度）と比較して同等となっている。
　理事長の報酬水準は、国家公務員指定職俸給表に準拠して決定
したものであり、独立行政法人通則法において、国家公務員の給
与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等
を考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされており、理事長の
職務内容・責任の度合いと報酬水準を総合的に勘案すると妥当であ
ると考えられる。

　 理事は、それぞれの担当業務に関して、理事長を補佐して機構の
業務を掌理する役員として置かれている。
　理事の年間報酬額は、企業規模が同等である民間企業の役員の
年間報酬額（32,765千円）と比較して、それ以下となっており、また、
文部科学省が所管する同規模の研究開発型の国立研究開発法人
の理事の年間報酬額（16百万円程度）と比較して同等となっている。
　理事の報酬水準は、国家公務員指定職俸給表に準拠して決定し
たものであり、独立行政法人通則法において、国家公務員の給与、
民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考
慮して報酬等の支給の基準を定めることとされており、理事の職務内
容・責任の度合いと報酬水準を総合的に勘案すると妥当であると考
えられる。

　非常勤監事は、機構の業務を監査する非常勤役員として置かれて
いる。
　非常勤監事の報酬月額は、常勤監事の俸給月額を踏まえて決定し
ており、非常勤監事の職務内容・責任の度合いと報酬水準を総合的
に勘案すると妥当であると考えられる。

　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の法
人、民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当で
あると考えられる。

　監事は、機構の業務を監査する役員として置かれている。
　監事の年間報酬額は、企業規模が同等である民間企業の役員の
年間報酬額（32,765千円）や文部科学省が所管する同規模の研究
開発型の国立研究開発法人の監事の年間報酬額（16百万円程度）
と比較して、それ以下となっている。
　監事の報酬水準は、国家公務員指定職俸給表に準拠して決定し
たものであり、独立行政法人通則法において、国家公務員の給与、
民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考
慮して報酬等の支給の基準を定めることとされており、監事の職務内
容・責任の度合いと報酬水準を総合的に勘案すると妥当であると考
えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成28年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

15,195 10 0 H28.3.31 1.1 ※

千円 年 月

5,426 5 0 H28.3.31 1.0 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

理事C

監事A

理事B

法人での在職期間
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

該当者なし

監事A

監事B
（非常勤）

判断理由

　当該理事長は、法人全体の業務を総括する一方で、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリー
ダーシップを発揮するとともに、重粒子線がん治療の標準化と適応の明確化のための研究や次世代重粒子線が
ん治療システムの開発研究において、多大な成果を挙げてきた。また、独自の努力によって多様な人材育成を実
施してきたことに加え、東京電力福島第一原子力発電所事故後、速やかに原子力防災対策本部を立ち上げ、そ
れまで放医研が培ってきた放射線研究の総合力を最大限に発揮し、役職員一丸となって復興に尽力したことな
ど、放医研の運営及び研究推進に大きく貢献したことから、当該理事長の業績勘案率については、文部科学大臣
によって1.1と決定された。

　当該理事は、研究担当理事として分子イメージング技術を用いた疾患診断研究におけるOpenPETの実証機開
発、PBB3を用いたタウPETイメージング等で多大な成果を挙げてきたこと、東京電力福島第一原子力発電所事故
後、緊急被ばく医療体制を迅速に機能させ復興に尽力したことなど、放医研の運営及び研究推進に貢献したこと
から、当該理事の業績勘案率については、文部科学大臣によって1.0と決定された。

該当者なし

該当者なし理事C

法人の長

理事A

理事B

役員報酬については、役員報酬規程に則り、期末特別手当において文部科学大臣が行う
業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じ▲20％から＋20％の範囲内で理事
長が定めることとしており、Ⅰ１②に記載の仕組みを継続して実施する。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成28年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

737 45.4 8,495 6,057 89 2,438
人 歳 千円 千円 千円 千円

279 41.8 7,027 5,077 92 1,950
人 歳 千円 千円 千円 千円

391 47.7 9,717 6,841 86 2,876
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 49.6 12,813 9,916 100 2,897
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 49.7 6,566 4,787 84 1,779
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 43.5 6,257 4,595 105 1,662

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

注：在外職員については、該当者が1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　人数以外は記載していない。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

在外職員

区分

医療職種
（病院医師）

医療職種
（技師等）

医療職種
（病院看護師）

  　職員の給与水準については、機構の業務を遂行する上で必要となる職員の資質、人員配
置、年齢構成等を十分に考慮した上で、国家公務員における人員構成、役職区分、学歴等の
検証結果について国民の理解を得られるか検討を行うとともに、検証結果に合理的な理由が
ない場合には必要な措置を講じる。

　 職員の能力及び実績等を評価し、その結果が勤勉手当や昇給・昇格等に反映される制度
 を定めている。

 　 職員の給与は、「定年制職員給与規程」に則り、俸給及び諸手当（職責手当、初任給調整
手当、医師調整手当、診療放射線技師調整手当、専門看護手当、主任研究員手当、扶養手
当、地域調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、特殊勤務手当、特地
勤務手当、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当）から構
成されている。
  　期末手当については、「定年制職員給与規程」に則り、期末手当基礎額（俸給の月額、職
責手当、主幹研究員手当、主任研究員手当、診療放射線技師調整手当、初任給調整手当及
び扶養手当並びに地域調整手当の月額の合計額）に6月に支給する場合においては40/100、
12月に支給する場合においては227.5/100を乗じ、更に基準日以前6ヶ月以内の期間における
その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　  勤勉手当については、期末手当基礎額と同額を勤勉手当基礎額とし、期末・勤勉手当支給
細則等に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
　  なお、平成28年度における給与改定については、国家公務員の給与改定状況に準じて、
民間給与との較差（0.17％）を解消するため、俸給月額の引上げ、期末手当の引上げ（年間
 +0.1月分）及び医師調整手当の引上げ（月額+100円～+200円）を実施した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
         （業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

うち賞与平均年齢

常勤職員

注2：「教育職種（高等専門学校教員）」は、該当者がいないため表を省略した。

うち所定内
平成28年度の年間給与額（平均）

総額
人員

事務・技術

研究職種
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人 歳 千円 千円 千円 千円

60 46.5 6,549 4,739 93 1,810
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 46.5 6,549 4,739 93 1,810

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 62.8 4,183 3,390 105 793
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.5 4,386 3,550 116 836
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 63.0 4,005 3,249 95 756

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 37.0 1,913 1,571 66 342
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 37.0 1,913 1,571 66 342

任期付職員

事務・技術

事務・技術

非常勤職員

事務・技術

研究職種

再任用職員
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② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員
（病院看護師））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注1：20-23歳の年齢層については該当者が4名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、第1・第3四分位折れ線を表示していない。
注2：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
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年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人千円
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注1：32-35歳、40-43歳、44-47歳、48-51歳の年齢層については該当者が2名以下であるため、当該個人に
関する情報が特定されるおそれがあることから、平均給与額を表示していない。
注2：全年齢層について該当者が4名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、第1・第3四分位折れ線を表示していない。

注1：32-35歳の年齢層については該当者が2名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
があることから、平均給与額を表示していない。
注2：32-35歳、40-43歳、44-47歳、52-55歳の各年齢層については該当者が4名以下であるため、当該個人
に関する情報が特定されるおそれがあることから、第1・第3四分位折れ線を表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 2 － －

本部次長 9 54.4 11,987

本部課長 33 53.7 10,322

本部課長代理 57 49.7 8,395

本部係長 89 41.6 6,652

本部係員 89 30.7 4,370

（研究職員）

平均
人 歳 千円

本部研究部長 13 57.3 13,247

本部研究次長 42 54.9 12,020

本部研究課長 175 49.1 10,401

本部研究課長代理 87 45.1 8,214

本部主任研究員 59 43.1 7,871

本部研究員 15 35.8 5,977

注2：「本部次長」には、本部次長相当職である本部以外の次長等を含む。

注3：「本部課長」には、本部課長相当職である本部以外の課長等を含む。

注4：「本部課長代理」には、本部課長代理相当職である本部以外の課長代理等を含む。

平均年齢
年間給与額

注6：「本部係員」には、本部係員相当職である本部以外の係員を含む。

6,960～4,660

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員
（病院看護師））

注1：「本部部長」には、本部部長相当職である本部以外の部長等を含む。

人員分布状況を示すグループ

注1：「本部研究部長」には、本部研究部長相当職である本部以外の部長等を含む。

注2：「本部研究次長」には、本部研究次長相当職である本部以外の次長等を含む。

13,231～10,750

注3：「本部研究課長」には、本部研究課長相当職である本部以外の課長等を含む。

注4：「本部研究課長代理」には、本部研究課長代理相当職である本部以外の課長代理等を含む。

注6：「本部研究員」には、本部研究員相当職である本部以外の研究員を含む。

9,397～7,253

9,569～4,734

6,090～3,037

人員

千円

14,248～12,308

14,276～10,842

9,911～6,158

注5：「本部係長」には、本部係長相当職である本部以外の係長等を含む。

注5：「本部主任研究員」には、本部主任研究員相当職である本部以外の主任研究員等を含む。

平均年齢

12,963～7,723

9,666～7,062

最高～最低

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

最高～最低

－

11,937～9,175
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（医療職員（病院医師））

平均
人 歳 千円

診療部長 3 57.8 15,660

診療科長 6 49.5 12,030

医師 2 － －

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

総看護師長 1 － －

看護師長 5 51.9 8,234

看護師 24 48.9 5,948

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

91.0 100.0 95.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

9.0 0 4.2

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～0.0 0.0～0.0 43.8～0.0

％ ％ ％

62.1 100 82.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.9 0 17.5

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～0.0 0.0～0.0 46.5～0.0

（研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

78.8 100.0 90.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

21.2 0 10.0

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～0.0 0.0～0.0 46.7～0.0

％ ％ ％

70.1 100 86.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

29.9 0 13.9

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～0.0 0.0～0.0 46.6～0.0

6,482～4,769

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

15,908～15,369

千円

平均年齢
年間給与額

千円

分布状況を示すグループ 人員

賞与（平成28年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医
師）／医療職員（病院看護師））

12,428～10,742

－

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

最高～最低

－

9,280～6,857

一般
職員

一律支給分（期末相当）

注：人員が2名以下の職位については、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、「平均年齢」以降の事項について記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）
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（医療職員（病院医師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

16.2 100.0 56.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

83.8 0.0 43.6

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～79.5 0.0～0.0 46.7～36.7

％ ％ ％

19.6 100 62.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

80.4 0.0 37.6

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～79.5 0.0～0.0 45.5～36.1

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

16.8 100.0 57.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

83.2 0.0 42.3

％ ％ ％

         最高～最低 85.5～79.5 0.0～0.0 46.7～36.1

％ ％ ％

20.5 100 63.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

79.5 100.0 36.5

％ ％ ％

         最高～最低 79.5～79.5 0.0～0.0 36.7～36.1

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢・地域・学歴勘案　　　 　113.8
　当機構は、量子科学技術を一体的、総合的に推進するため、平成
28年4月、放医研の名称を変更し、原子力機構の一部を移管統合す
ることにより発足した国立研究開発法人である。
　両法人の成り立ちは、放医研が国の試験研究機関であったのに対
し、原子力機構は特殊法人日本原子力研究所及び核燃料サイクル
開発機構が平成17年10月1日に統合し発足した特殊法人が母体の
組織である。原子力機構においては、我が国唯一の総合的原子力
研究開発機関として優秀な人材を確保する観点から、国家公務員と
は異なる本給表を特殊法人時より採用していた経緯がある。当機構
の発足にあたっては、同一労働・同一賃金の原則に則り、公正な処
遇を図る必要があることから、原子力機構の本給表を基本に当機構
の俸給表を新規に定めるなど、統一的な給与制度を設定したところ
である。従って、放医研の給与水準と当機構の給与水準を比較する
と、指数が上昇している一因となっている。

　加えて、国家公務員の給与水準と当機構の給与水準を比較した場
合、以下の要因により、指数が上昇している一因となっていると考え
られる。

（１）当機構の事務・技術職員においては、修士課程修了以上の職
員が国家公務員より多く在籍しており、学歴構成上、専門的知見を
有する職員数の割合が国家公務員と比較して高くなっている。
　　　　●　国家公務員（行政職（一））：６．５％
　　　　●　量子科学技術研究開発機構：１６．８％

（２）当機構の事務・技術職員においては、量子科学技術に関する最
先端の技術を取り扱う企業等との契約事務に加え、事業全体の企
画、研究資金管理、研究施設の保安維持管理等の様々な業務を遂
行しており、これらの業務を円滑に遂行する観点から課長等の管理
職を多数配置している。これら職員には職責手当（国家公務員にお
ける俸給の特別調整額相当）を支給しており、職責手当を受給して
いる職員数の割合が国家公務員と比較して高くなっている。
　　　　●　国家公務員（行政職（一））：１７．７％
　　　　●　量子科学技術研究開発機構：３６．２％

（３）当機構は、複数の拠点を有しており、異動に伴う住居手当の受
給者数の割合が国家公務員と比較して高くなっている。
　　　　●　国家公務員（行政職（一））：２１．５％
　　　　●　量子科学技術研究開発機構：２５．９％
　　※　国家公務員の割合については、平成28年国家公務員給与等
　　　　 実態調査（行政職俸給表（一）適用者）の結果を用いて算出。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　109.3

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　109.8

内容

・年齢・地域勘案　　　　　　　　113.7

項目
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研究職員

講ずる措置

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　103.8

（主務大臣の検証結果）
　旧法人において実施されてきた給与水準の適正化への対応を機
構発足後も実施しており、今後も独立行政法人通則法の趣旨を踏ま
え、引き続き適正な給与水準の確保に取り組んでいく必要があると考
える。

（法人の検証結果）
　「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日
閣議決定）」において、独立行政法人の役職員（非公務員）の給与の
妥当性については、「当該法人と就職希望者が競合する業種に属す
る民間事業者等との給与水準との比較」などにより説明するものとさ
れているが、当機構と民間の学術・開発研究機関とを比較した結果、
民間の学術・開発研究機関の給与水準を100とした場合、当機構の
給与水準は99.6となっており、当機構の給与水準が高いとは言えな
い。
　　　●　当機構の年間平均給与額：8,307千円
　　　●　民間の学術・開発研究機関の年間平均給与額：8,340千円
　　※　企業規模1,000人以上でかつ高校卒、高専・短大卒、大学・
　　　　 大学院卒の59歳以下を比較対象とした。
　　※　民間企業等との年間平均給与額の比較にあたっては、性
　　　　 別、学歴及び年齢を勘案した。
　　※　「平成28年賃金構造基本統計調査」の結果を用いて算出し
　　　　 た。

項目 内容

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域勘案　　　　　　　　113.3

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　103.5

・年齢・地域・学歴勘案　　 　　113.3

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当機構は、量子科学技術を一体的、総合的に推進するため、平成
28年4月、放医研の名称を変更し、原子力機構の一部を移管統合す
ることにより発足した国立研究開発法人である。
　両法人の成り立ちは、放医研が国の試験研究機関であったのに対
し、原子力機構は特殊法人日本原子力研究所及び核燃料サイクル
開発機構が平成17年10月1日に統合し発足した特殊法人が母体の
組織である。原子力機構においては、我が国唯一の総合的原子力
研究開発機関として優秀な人材を確保する観点から、国家公務員と
は異なる本給表を特殊法人時より採用していた経緯がある。当機構
の発足にあたっては、同一労働・同一賃金の原則に則り、公正な処
遇を図る必要があることから、原子力機構の本給表を基本に当機構
の俸給表を新規に定めるなど、統一的な給与制度を設定したところ
である。従って、放医研の給与水準と当機構の給与水準を比較する
と、指数が上昇している一因となっている。

　加えて、国家公務員の給与水準と当機構の給与水準を比較した場
合、以下の要因により、指数が上昇している一因となっていると考え
られる。

（１）当機構の研究職員においては、修士課程修了以上の職員が国
家公務員より多く在籍しており、学歴構成上、専門的知見を有する職
員数の割合が国家公務員と比較して高くなっている。
　　　　●　国家公務員（研究職）：７７．２％
　　　　●　量子科学技術研究開発機構：９７．２％

（２）当機構の研究職員においては、量子科学技術に関する研究開
発を運営費交付金、補助金、外部資金等の資金を活用して様々な
業務を遂行しており、これらの業務を円滑に遂行する観点から課長
等の管理職を多数配置している。これら職員には職責手当（国家公
務員における俸給の特別調整額相当）を支給しており、職責手当を
受給している職員数の割合が国家公務員と比較して高くなってい
る。

　独立行政法人通則法による「職員の給与等」の趣旨を踏まえ、手当
の見直しや給与改定等の取り組みを推進することにより、適正な給与
水準の確保に努めていく。
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（法人の検証結果）
　「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日
閣議決定）」において、独立行政法人の役職員（非公務員）の給与の
妥当性については、「当該法人と就職希望者が競合する業種に属す
る民間事業者等との給与水準との比較」などにより説明するものとさ
れているが、当機構と民間の学術・開発研究機関とを比較した結果、
民間の学術・開発研究機関の給与水準を100とした場合、当機構の
給与水準は99.6となっており、当機構の給与水準が高いとは言えな
い。
　　　●　当機構の年間平均給与額：8,307千円
　　　●　民間の学術・開発研究機関の年間平均給与額：8,340千円
　　※　企業規模1,000人以上でかつ高校卒、高専・短大卒、大学・
　　　　 大学院卒の59歳以下を比較対象とした。
　　※　民間企業等との年間平均給与額の比較にあたっては、性
　　　　 別、学歴及び年齢を勘案した。

　　　　●　国家公務員（研究職）：７１．３％
　　　　●　量子科学技術研究開発機構：８０．１％
　　※　国家公務員の割合については、平成28年国家公務員給与等
　　　　 実態調査（研究職俸給表適用者）の結果を用いて算出。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（主務大臣の検証結果）
　旧法人において実施されてきた給与水準の適正化への対応を機
構発足後も実施しており、今後も独立行政法人通則法の趣旨を踏ま
え、引き続き適正な給与水準の確保に取り組んでいく必要があると考
える。

講ずる措置
　独立行政法人通則法による「職員の給与等」の趣旨を踏まえ、手当
の見直しや給与改定等の取り組みを推進することにより、適正な給与
水準の確保に努めていく。

　給与水準の妥当性の
　検証
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医療職員（病院医師）

医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　110.9
・年齢・地域勘案　　　　　　　　103.9

（法人の検証結果）
　俸給及び諸手当等、国家公務員の給与体系に準じて規程を整備
し、適切に運用している。

（主務大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること
から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維
持に努めていただきたい。

内容

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置
　国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維持
すべく取り組んでいく。

項目

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　109.8

・年齢・地域・学歴勘案　　 　　104.6

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置
　 国家公務員の給与水準を考慮し、引き続き適正な給与水準を維
持すべく取り組んでいく。

内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　 　　96.9
・年齢・地域勘案　　　　　　　　106.1

・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　 96.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　 　106.1

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（主務大臣の検証結果）
　機構の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていることに
より比較指標は高くなっているが、機構の給与制度は国に準じてお
り、給与水準はおおむね適正であると考える。引き続き適正な給与
水準の維持に努めていただきたい。

（法人の検証結果）
　俸給及び諸手当等、国家公務員の給与体系に準じて規程を整備
し、適切に運用している。

　当機構の病院は、国内唯一の放射線診療単科病院として重粒子
線によるがん治療を行っており、経験豊富で優秀な人材確保が必要
である。
　そのため、准看護師（医療職（三）1級））の割合が0%（国家公務員
は約8%）、俸給の特別調整額と同趣旨手当（職責手当）の受給割合
は20%（国家公務員は約1%）及び、大学卒割合が約7%（国家公務員
は約4%）となっている。
　また、国家公務員は地域手当支給対象地域4級地以上及び非支
給地勤務者が全体割合の約80%を占めるのに対し、当法人は比較対
象となる職員全体が3級地（千葉市）に勤務していることにより、上
回ったと考えられる。

※　国家公務員の割合については、平成28年国家公務員給与等実
　　 態調査（医療職俸給表（三）適用者）の結果を用いて算出。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　当機構の病院は、国内唯一の放射線診療単科病院として重粒子
線によるがん治療を行う一方で、更なる適用部位の拡大等のため臨
床研究も実施しているため、経験豊富で優秀な人材確保が必要であ
る。
　施設としての特殊性から、博士号を取得している医師が多数在籍し
ており、相応の給与を支給しているため、国家公務員と比較して給与
水準が高くなっていると考えられる。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度

千円

(A)
千円

(Ｂ)
千円

(Ｃ)
千円

(D) 1,725,768
千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特に無し

注：本表には、法定外福利費、人材派遣料金等が含まれているため、財務諸表附属明細書とは
一致しない。

747,496

○ ２２歳（大卒初任給、独身）
　　月額 198,800円 年間給与2,974,619円
○ ３５歳（係長、配偶者・子１人）
    月額 406,134円 年間給与6,798,335円
○ ４５歳（課長代理、配偶者・子２人）
    月額 574,648円 年間給与9,600,375円

最広義人件費

非常勤役職員等給与

13,320,826

退職手当支給額

1,607,738

給与、報酬等支給総額
9,239,825

区　　分

福利厚生費

　「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決
定）を踏まえ、法人設立時（平成28年4月）から、役職員の退職手当について以下の措
置を実施している。

　役員に関する講じた措置の概要：支給割合100分の10.875を適用
　職員に関する講じた措置の概要：調整率100分の87を適用

　機構においては、組織業績の向上、人材育成及び適切な処遇を重点とした人事評価
制度に基づき、昇給・昇格及び勤勉手当に反映させている。
　昇給・昇格への評価結果の反映については、勤務成績等を勘案して昇給（事務技術
職員及び研究職員の場合、0号俸から6号俸の幅とし、医療職員の場合、0号俸から8号
俸の幅で決定)及び昇格に反映している。
　勤勉手当への評価結果の反映については、勤務成績等を勘案して支給割合を
123/100～314/100の範囲内で反映している。
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